
予  測  方  法 

第１ はじめに 

   本予測は、平成 27(2015)年の国勢調査結果を基準とし、「東京都昼間人口の予測（令和２

(2020)年３月）」に基づく将来の昼間就業者数（総数）について、産業別、職業別、産業・職業

別及び男女、年齢(５歳階級)別に予測したものである。 

   予測方法は以下のとおりである。 

第２ 予測の方法 

 １ 予測期間 

   令和２(2020)年、令和７(2025)年、令和 12(2030)年、令和 17(2035)年、令和 22(2040)年の

５時点 

 ２ 予測対象 

   東京都及び区市町村ごとの男女別昼間就業者数 

東京都及び区市町村ごとの男女、産業別 15 歳以上昼間就業者数 

   東京都及び区市町村ごとの男女、職業別 15 歳以上昼間就業者数 

   東京都、区部及び多摩・島しょの男女、産業・職業別 15 歳以上昼間就業者数 

   東京都及び区市町村ごとの男女、年齢(５歳階級)別昼間就業者数 

   なお、区市町村のうち島しょの各町村においては「島部」として一括し、一つの地域とした。 

   また、産業・職業別 15 歳以上昼間就業者数については、東京都、区部及び多摩・島しょの

３地域を対象とした。 

 ３ 基準人口 

   予測の出発点となる基準人口（昼間就業者数）は、平成 27(2015)年 10 月１日現在の「国勢

調査」（総務省統計局）に基づいている。 

４ 予測の考え方 

本予測は、「東京都昼間人口の予測（令和２(2020)３月）」に基づく昼間就業者数（総数）と

整合性を図っている。なお、「東京都昼間人口の予測（令和２(2020)３月）」では、基準年（平

成 27(2015)年）の昼間就業者数（総数）に労働力状態不詳をあん分しており、将来の昼間就業

者数はそれに基づいている。 

将来の昼間就業者数は、東京都の産業構造がどう変化していくかに関わっており、わが国の

将来の経済成長過程における東京都の産業の位置づけや政治社会情勢の変化と無関係ではな

い。昼間就業者数を産業別に予測するには、国勢調査による静態的なデータの傾向分析だけで

は得られないこれらの要因を織り込むことが予測の課題であった。 

本予測では、独立行政法人労働政策研究・研修機構（以下、JILPT という。）が「未来投資戦

略」など政府の重要政策を織り込んで日本全体の将来の就業者数のシミュレーションを行った

「労働力需給の推計－労働力需給モデル（2018 年版）による将来推計－」を参考に、国が示す

成長分野について、東京都産業連関表を用いて東京都における産業別就業者数の波及効果を分

析し、その分析結果を東京都全体の産業別構成における将来仮定を設定する際の根拠材料とし

た。 
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産業別及び職業別昼間就業者数における東京都と区市町村別の整合性、産業・職業別の構造

関係の整合性については、それぞれラグランジュ未定乗数法を用いた産業・地域コンバータ、

職業・地域コンバータ、産業・職業コンバータによって推計を行った。コンバータは、予測項

目の地域全体としての予測値と地域別に予測し積み上げた予測値とをコンバータにより調整

し、両者の一致を図る考え方である。 

具体的な予測方法は、後述５章のとおりである。 

５ 予測方法 

(1) 男女、年齢(５歳階級)別昼間就業者数の予測 

   「東京都昼間人口の予測（令和２(2020)年３月）」に基づく将来の昼間就業者数（総数）

を、以下の手順により、将来の男女、年齢（５歳階級）別昼間就業者数の推計を行った。

なお、将来の 15 歳未満の昼間就業者数は、都全体で基準年（平成 27(2015)年）の実績が

57 人であるため、将来一定とした。 

  ① 区市町村ごとの男女別常住就業者数の算定 

    「東京都昼間人口の予測（令和２(2020)年３月）」で将来の昼間就業者数（総数）を

予測した際に推計した将来の常住就業者数（総数）を基に、常住就業者数の性比を用

いて男女別に算定した。将来の常住就業者数の性比は、国勢調査結果に基づくトレン

ドをベースに将来延長して求めた。 

  ② 区市町村ごとの男女、年齢(５歳階級)別常住就業者数の算定 

①で得られた区市町村ごとの男女別常住就業者数を、以下の式により男女、年齢(５ 

歳階級)別に算定し、①で算定した男女別と一致するよう補整した。 

常住就業者数＝常住人口×常住就業者比率 

将来の区市町村ごとの男女、年齢(５歳階級)別常住人口は、既に「東京都昼間人口

の予測（令和２(2020)年３月）」に基づく予測済みのデータを用いた。 

常住就業者比率は、常住就業者数÷常住人口によって求めた。将来の常住就業者比

率は、国勢調査結果に基づくトレンドをベースに将来延長して求めた。 

  ③ 区市町村ごとの男女別昼間就業者数の算定 

       ①と同様に、昼間就業者数の男女別についても、「東京都昼間人口の予測（令和２

(2020)年３月）」に基づく予測済みの将来の昼間就業者数（総数）を基に、昼間就業者

数の性比を用いて男女別に算定した。将来の昼間就業者数の性比は、国勢調査結果に

基づくトレンドをベースに将来延長して求めた。 

     ④ 区市町村ごとの男女、年齢(５歳階級)別昼間就業者数の算定 

       ②で得られた区市町村ごとの男女、年齢(５歳階級)別常住就業者数に、昼夜間就業

者比率（昼間就業者数÷常住就業者数）を乗じて男女、年齢(５歳階級)別昼間就業者

数を算定し、③で算定した男女別と一致するよう補整した。 

昼間就業者数＝常住就業者数×昼夜間就業者比率 

将来の昼夜間就業者比率は、②の推計と、「東京都昼間人口の予測（令和２(2020)３

月）」において、今後他地域からの流入人口は緩やかに減少し、令和７(2025)年までは

常住人口の増加に伴い昼間就業者数も増えることが見込まれているということを踏ま

えて求めた。 
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(2) 男女、産業別 15 歳以上昼間就業者数の予測 

   将来の男女、産業別 15 歳以上昼間就業者数は、(1)のうち 15 歳以上の男女別昼間就業者

数を基に東京都全体の推計から行い、区市町村別については東京都全体と整合的になるよ

うに推計を行った。具体的には次のとおりである。 

① 東京都の男女、産業別 15 歳以上昼間就業者数の推計 

   将来の東京都の男女、産業別 15 歳以上昼間就業者数（以下、産業別昼間就業者数とい

う。）は、まず男女を合計した産業別昼間就業者数から推計を行い、次に男女別に算出し

た。 

男女を合計した産業別昼間就業者数の推計にあたっては、国勢調査に基づく昼間就業

者数の産業別構成比のトレンドをベースとした。「サービス業(他に分類されないもの)」

は、さらに詳細な分類の「その他の対事業所サービス」や「その他の対個人サービス」に

ついて経済センサスによる動向を参考にした。 

今後増加が想定される一部の産業（成長分野の産業）については、別途独立行政法人

労働政策研究・研修機構（JILPT）の「資料シリーズ No.209 労働需給の推計―労働力需

給モデル(2018)年版）による将来推計―」を参考に産業連関分析1を行い、その結果を考

慮した。産業連関分析を行った対象は、JILPT による３つの成長分野2とした。 

・医療・介護・健康  → 産業分類の「医療,福祉」に関係 

・次世代インフラ等  → 産業分類の「情報通信業」に関係 

  ・観光（インバウンド）→ 産業分類の「宿泊業,飲食サービス業」に関係 

 

                                                  
1 産業連関分析は、産業連関表と呼ばれる統計表を用いる分析手法のことである。産業連関表は、一国（あるいは東京都）にお

いて一定期間に行われた財・サービスの産業間取引の経済活動を一つの行列の形に示した統計表である。産業連関分析ツールで

は、産業連関表と別途雇用表という統計表のデータを組み合わせることで、例えば将来の成長分野に関連する分類に新規需要額

を与えると、所与した需要額に応じて誘発される産業ごとの就業者数（雇用表では従業者数という。）を分析することができ

る。詳細は、東京都総務局統計部「経済波及効果分析ツール」を参照。 
2 (独)労働政策研究・研修機構(JILPT) 「資料シリーズ No.209 労働需給の推計―労働力需給モデル(2018 年版)による将来推計

―」,p.63 に示されている「図表 4－5「日本再興戦略」からの一連の戦略に係る追加需要の産業別対応」のア(1)、ア(2)、クを

「医療・介護・健康」、オを「観光」、キ、サ、シを「次世代インフラ等」とした。 

成長分野 観光

〔社会保障〕
医療・介護

　〔健康長寿〕
健康増進、予防、生
活支援産業

〔健康長寿〕
医薬品、医療機器、
再生医療関連産業

訪日外国人による
インバウンド需要

次世代インフラ（国
内市場）

インターネット・映像コン
テンツ

農林水産業 〇
製造業

食料品・飲料・たばこ 〇
一般機械器具製造業 〇 〇
電気機械器具等製造業 〇
輸送用機械器具製造業 〇
精密機械器具製造業 〇 〇
その他の製造業 〇 〇

情報通信業 〇 〇 〇
運輸業 〇
卸売業，小売業 〇
宿泊業，飲食サービス業 〇
医療・福祉 〇 〇 〇 〇
生活関連サービス業，娯楽業 〇
その他の対事業所サービス業 〇
その他の対個人サービス業 〇
公務・複合サービス業 〇

内閣官房・内閣府・財務
省・厚生労働省（2018）
「2040年を見据えた社
会保障の将来見通し
（議論の素材）」

「日本再興戦略2016」 「日本再興戦略2016」 「未来投資戦略2018」 「未来投資戦略2018」 「未来投資戦略2018」

＊上記の分類の日本標準産業分類への変換
一般機械器具製造・精密機械製造業　　→ 業務用機器とする
その他の製造業　　　→ 繊維製品、パルプ・紙・木製品、化学製品、石油・石炭製品、窯業・土石製品、鉄鋼、非鉄金属、金属製品の合計
対個人サービス　　　→ 宿泊業・飲食サービス、教育・学習支援、生活関連サービス、その他のサービスの合計
公務・複合サービス業　　→ 公務とする

医療・介護・健康 情報サービス

産業
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なお、産業連関分析における分類（部門分類）と国勢調査上の日本標準産業分類の概

念が異なる点については、JILPT の分析を参考とした。 

産業連関分析を行うにあたっては、「東京都産業連関表(2011)を用いた経済波及効果分

析ツール（汎用 地域内表版）[統合大分類]」（東京都総務局統計部）を活用した。 

 

産業連関分析で設定する外生変数（新規需要額）については、３つの成長分野に関係

する産業分類ごとに別途算定した。各産業の新規需要額の算定については、JILPT の分析

に基づく各産業の全国の新規需要額（JILPT では追加需要額という。）に対し、各産業に

おける全国産業連関表3と東京都産業連関表の生産額の比を乗じたものを東京都におけ

る各産業の新規需要額とした。なお、「医療,福祉」における新規需要額の算出にあたっ

ては、東京都福祉保健局が将来の東京都の介護需要を推計した「東京都高齢者保健福祉

計画（平成 30 年度～平成 32 年度）」、「東京都昼間人口の予測（令和２(2020)年３月））

に基づく将来の 75 歳以上人口における平成 27(2015)年→令和 22(2040)年の増加ペース

(1.23 倍)を介護需要として考慮した。 

これらの条件を与えて産業連関分析を行い、分析結果から得られた３つの成長分野に

関係する産業分類の就業者数の増加動向を、国勢調査に基づく「医療,福祉」、「情報通信

業」、「宿泊業,飲食サービス業」の構成比のトレンドを仮定する上で考慮した。 

このような手順により推計した東京都の産業別昼間就業者数を、さらに男女別に分け

るにあたっては、国勢調査に基づく産業別の性比のトレンドをベースに算出した。 

                                                  
3 東京都産業連関表の最新が平成 23(2011)年のため、総務省政策統括官付統計審査官室「平成 23(2011)年産業連関表」を使用し

た。 
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【参考：産業連関分析結果による３つの産業の将来動向】 

 

 

② 区部及び多摩・島しょの男女、産業別 15 歳以上昼間就業者数の推計 

      ①で算出した東京都の男女、産業別昼間就業者数を基に、区部及び多摩・島しょの男

女、産業別昼間就業者数を推計した。推計にあたっては、平成 27(2015)年の国勢調査に

基づく東京都の男女、産業別昼間就業者数に対する区部及び多摩・島しょのそれぞれの

比をベースに算出した。 

③ 区市町村ごとの男女、産業別 15 歳以上昼間就業者数の推計（産業・地域コンバータ） 

    ②で算出した区部及び多摩・島しょの男女、産業別昼間就業者数に一致するように、

ラグランジュ未定乗数法を用いて将来の区市町村ごとの男女、産業別昼間就業者数を推

計した。推計にあたっては、産業・地域コンバータを、区部(23 区)と多摩・島しょ(26 市

３町１村１島部)に分けた。  

 

   【産業・地域コンバータ】 

    例）令和２(2020)年の 23 区の産業別昼間就業者数（男）の推計 

 

       千代田区、中央区、・・・・・・          、江戸川区   計 

 

       

   産業別 

 

 

 

 

    計 
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産業・地域コンバータを詳細に説明すると、次のとおりとなる。 

下の図のような縦を m種類の産業、横を n個の地域とした予測値����があるとする。 

             図 産業と地域の予測値（����） 

 

1 2 … j … n 

1 ���� ���� … ���� … ���� 	� � 
2 ���� ���� … ���� … ���� 	� � 

⋮ ⋮ ⋮  ⋮  ⋮ ⋮ 
i ���� ���� … ���� … ���� 	� � 
⋮ ⋮ ⋮  ⋮  ⋮ ⋮ 

m ���� ���� … ���� … ���� 	� � 

�� �� … �� … �� 
 

ある i産業の予測値が����、����、…、����と地域が分布していることを示しており、j地 

    域の予測値が����、 ����、…、����と産業が分布していることを示している。ここで、産業

の合計	� �と地域の合計��を、 

       	�� = ∑ ��������    i=1,2,…,m      ………………………………(1) 

       �� = ∑ ��������    j=1,2,…,n     ………………………………(2) 

とし、さらに 

       ��� = ����
���     i=1,2,…,m ; j=1,2,…,n     ……………………(3) 

       ��� = ����
���     i=1,2,…,m ; j=1,2,…,n     ……………………(4) 

    とする。ただし、	�� ≠ 0(i=1,2,…,m)、�� ≠ 0(j=1,2,…,n)であるものとする。���はある

i産業の地域構成特性を示しているので地域特性係数と呼び、���はある j地域の産業構成

特性を示しているので産業特性係数と呼ぶことにする。 

     産業・地域コンバータというのは、新たな産業の合計	��と地域の合計��をコントロール・

トータルとして与え、���と���の係数に基づいて予測値����を算出する方法である。 

すなわち、 

        	�� = ∑ ��������    i=1,2,…,m       ………………………………(5) 

        �� = ∑ ��������    j=1,2,…,n-1     ………………………………(6) 

を制約条件にして、目的関数 

        � = �
� ∑ ∑ �� ����

������ − 1"� + � ����
$����� − 1"�%��������      ………………(7) 

    を最小にするように����を決定する。 

     ただし、①��� = 0、��� = 0のときは���� = 0として(7)式の目的関数に含めない。②

∑ 	������ = ∑ ������ である。③(6)式で j=1,2,…,n-1 としてあるのは i=1,2,…,m ; j=1,2,…, 

地 域 

産 業 
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n-1 の����が決まれば����は一義的に決まるからである。 

 これは、制約条件つき最適問題であり、ラグランジュ乗数法で解くことができる。ラグ

ランジュ乗数を&�(i=1,2,…,m) '�(j=1,2,…,n-1)とすれば、ラグランジュ関数は、 

     ( = � + ∑ &����� )	�� − ∑ �������� * + ∑ '��+���� )�� − ∑ �������� *   ………………(8) 

となる。右辺の最後の項に'� = 0として'�)�� − ∑ �������� *をつけ加えても(8)式は何ら変わ

らない。 

すなわち、 

     ( = � + ∑ &����� )	�� − ∑ �������� * + ∑ '����� )�� − ∑ �������� *   ………………(9) 

となる。ただし、'� = 0である。最小化の１階の条件から、 

     
,-

,���� = �
������ � ����

������ − 1" + �
$����� � ����

$����� − 1" − &� − '� = 0 
          i=1,2,…,m ; j=1,2,…,n ; '� = 0               ………………(10) 

    
,-
,.� = 	�� − ∑ �������� = 0    i=1,2,…,m                 ………………(11) 

    
,-
,/� = �� − ∑ �������� = 0    j=1,2,…,n-1              ………………(12) 

が得られる。これらの式を解くと次式を得る。 

     ���� = 0��1�� + &�0�� + '�0��   

         i=1,2,…,m ; j=1,2,…,n ; '� = 0               ………………(13) 

     &� ∑ 0������ + ∑ 0������ = 	�� − ∑ 0��01������  

        i=1,2,…,m ; '� = 0                            ………………(14)  

     ∑ &�0������ + '� ∑ '�0������ = �� − ∑ 0��1������    j=1,2,…,n-1    …………(15) 

  ただし、0�� = )������*2∙)$�����*2
)������*24)$�����*2        …………………………………………(16) 

      1�� = �
������ + �

$�����          …………………………………………(17) 

(14)、(15)式をまとめて連立 1次方程式で&�、'�について解くことができる。そして、こ

の解&�(i=1,2,…,m)、'�(j=1,2,…,n-1)と'� = 0を(13)式に代入すれば����を求めることが

できる。この解法は１年次だけのものであり、予測したい年が数年次あるときは、同様の

ことを年次分繰り返す。 

 以上の産業・地域コンバータによる予測精度は、昼間就業者の産業の合計	��、地域の合

計��、地域特性係数���、産業特性係数���の予測精度に依存する。 

     なお、産業・地域コンバータの考え方は、職業・地域コンバータや産業・職業コンバー

タも同様である。（これらの概念を簡単に説明したものは(4)を参照） 
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(3) 職業別 15 歳以上昼間就業者数の予測 

  (2)と同様に、(1)による 15 歳以上の男女別昼間就業者数を基に、まずは東京都全体から

推計を行い、区市町村別については東京都全体と整合的になるように推計を行った。具体

的には次のとおりである。 

① 東京都の男女、職業別 15 歳以上昼間就業者数の推計 

   将来の東京都の男女、職業別 15 歳以上昼間就業者数（以下、職業別昼間就業者数とい

う。）は、まず東京都の男女を合計した職業別昼間就業者数を推計した。推計にあたって

は、国勢調査に基づく昼間就業者の職業別構成比のトレンドをベースとした。次に性比

のトレンドをベースに男女別に算出した。 

② 区部及び多摩・島しょの男女、職業別 15 歳以上昼間就業者数の推計 

      ①で算出した東京都の男女、職業別昼間就業者数を基に、区部及び多摩・島しょの男

女、職業別昼間就業者数を推計した。推計にあたっては、平成 27(2015)年の国勢調査に

基づく東京都の男女、職業別昼間就業者数に対する区部及び多摩・島しょのそれぞれの

比をベースに算出した。 

③ 区市町村ごとの男女、職業別 15 歳以上昼間就業者数の推計（職業・地域コンバータ） 

    ②で算出した区部及び多摩・島しょの男女、職業別昼間就業者数に一致するように、

(2)の③と同様に、ラグランジュ未定乗数法を用いて区市町村ごとの男女、職業別昼間就

業者数を推計した。推計にあたっては、職業・地域コンバータを、区部(23 区)と多摩・

島しょ(26 市３町１村及び島部一括の 31 地域)に分けた。 

(4) 将来の産業・職業別 15 歳以上昼間就業者数の予測（産業・職業コンバータ） 

   産業・職業別 15 歳以上昼間就業者数は、産業別と職業別をクロスしたマトリックスであ

る。将来の産業・職業別 15 歳以上昼間就業者数は、基準年の平成 27(2015)年の産業・職業

別 15 歳以上昼間就業者数をベースとし、(2)で推計した将来の産業別昼間就業者数と(3)で

推計した将来の職業別昼間就業者数を制約条件とし、これらに一致するようラグランジュ

未定乗数法により推計した。（ラグランジュ未定乗数法の詳細な説明は(2)③を参照） 

 【産業・職業コンバータ】       

産業別ｍ×職業別ｎの行列 X０（予測の基準年である平成 27(2015)年の産業、職業別 15 歳以上昼間

就業者数）と、行（ｍ次）ベクトルα（制約行計＝将来の職業別昼間就業者数の合計）、列（ｎ次）ベ

クトルβ（制約列計＝将来の産業別昼間就業者数の合計）が与えられたとき、これらの制約条件を満

たす行列 X０（将来の産業・職業別 15 歳以上昼間就業者数）を推計するものである。 
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      例えば、令和２(2020)年の産業・職業別 15 歳以上「昼間就業者数を推計する場合は、平成 27(2015)年

の産業・職業別 15 歳以上昼間就業者数を初期行列とし、初期行列の行計及び列計が、与えられた令和２

(2020)年の職業別昼間就業者数（制約行計）及び産業別昼間就業者数（制約列計）と一致する行列（令和

２(2020)年の産業・職業別昼間就業者数）を推計する。 

    【参考文献】黒田昌裕、新保一成、野村浩二、小林信行著『KEO データベース‐算出および資本・労働投入

の測定』（KEO Monograph Series No.8）、慶応義塾大学産業研究所、1997 年、ｐ.71-74 

第３ 予測資料 

   本予測に使用した主な資料は、次のとおりである。 

(1)「国勢調査」（総務省統計局）[平成 12(2000)年、平成 17(2005)年、平成 22(2010)年、平成

27(2015)年] 

(2)「東京都昼間人口の予測（令和２(2020)年３月）」（東京都総務局統計部） 

(3)「東京都就業者数の予測（平成 27(2015)年 12 月）」（東京都総務局統計部） 

 (4)「資料シリーズ No.209 労働需給の推計―労働力需給モデル(2018)年版）による将来推計

―（平成 31(2019)年３月）」（独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）） 

  (5)「全国産業連関表（平成 23(2011)年、平成 27(2015)年）」（総務省政策統括官付統計審査官

室） 

  (6)「東京都産業連関表（平成 23(2011)年）」（東京都総務局統計部） 

  (7)「経済波及効果分析ツール」（東京都総務局統計部） 

  (8)「経済センサス－基礎調査（平成 21(2009)年、平成 26(2014)年）」（総務省統計局） 

  (9)「経済センサス－活動調査（平成 24(2012)年、平成 28(2016)年）」（総務省統計局） 

 (10)「東京都高齢者保健福祉計画（平成 30 年度～平成 32 年度）」（東京都福祉保健局） 

 (11)「社会保障審議会 第 74 回介護部会資料」（厚生労働省） 

  (12)「KEO データベース‐算出および資本・労働投入の測定（KEO Monograph Series No.8）」，

慶應義塾大学産業研究所，1997 年 

 (13)「東京都就業者数の予測（昭和 55(1980)年３月）」（東京都総務局統計部） 

 (14)「東京都就業者数の予測（昭和 60(1985)年３月）」（東京都総務局統計部） 

   (15)「東京都就業者数の予測（平成２(1990)年３月）」（東京都総務局統計部） 

  (16)「東京都就業者数の予測（平成６(1994)年３月）」（東京都総務局統計部） 

 

   参考にした資料は、次のとおりである。 

  (1)「東京の産業と雇用就業 2019」（東京都産業労働局） 

  (2)「平成 30 年東京都観光客数等実態調査」（東京都産業労働局） 

  (3)「訪日外国人消費動向調査」（国土交通省観光庁） 

  (4)「旅行・観光サテライト勘定（TSA：Tourism Satellite Account）」（国土交通省観光庁） 

  (5)「就業構造基本調査」（総務省統計局） 

  (6)「国民生活基礎調査（平成 28(2016)年）」（厚生労働省） 

  (7)「介護保険事業状況報告（月報）」（東京都福祉保健局） 

  (8)「介護保険事業状況報告（年報）」（厚生労働省） 

  (9)「社会福祉施設等調査(平成 29 年)」（厚生労働省） 

  (10)「令和元年度社会保障・人口問題基礎講座資料」（一般財団法人 厚生労働統計協会） 

  (11)「第４次男女共同参画基本計画」（内閣府男女共同参画局） 
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